
固
定
資
産
税
（
償
却
資
産
）
の
申
告

固
定
資
産
税
（
償
却
資
産
）
の
申
告

　

固
定
資
産
税
は
、
土
地
や
家
屋
の

ほ
か
、
償
却
資
産
の
所
有
者
に
も
課

税
さ
れ
ま
す
。

 

償
却
資
産
所
有
者
は
地
⽅
税
法
第

3
8
3
条
に
よ
り
︑
そ
の
資
産
の
所

在
す
る
市
町
村
に
毎
年
１
⽉
１
⽇
現

在
の
資
産
所
有
状
況︵
資
産
の
種
類
︑

数
量
︑
取
得
価
額
︑
取
得
年
⽉
⽇
︑

耐
⽤
年
数
等
︶
を
申
告
し
て
い
た
だ

く
こ
と
に
な
ỵ
て
い
ま
す
︒

※
申
告
を
怠
っ
た
場
合
、
判
明
時
点

か
ら
年
度
を
さ
か
の
ぼ
っ
て
課
税

す
る
こ
と
に
な
り
ま
す
の
で
ご
留

意
く
だ
さ
い
。

提出期限

１月 31日（金）
※早めに提出してくださいますよう
 ご協⼒お願いいたします。

※
種
類
の
詳
細
に

つ
い
て
は
ホ
ổ

ム
ペ
ổ
ジ
を
ご

確
認
く
だ
さ
い

 

以
下
の
太
陽
光
発

電
設
備
は
︑
償
却
資

産
と
し
て
課
税
対
象

と
な
り
ま
す
︒
対
象

と
な
る
⽅
は
︑
申
告

が
必
要
と
な
り
ま
す
の
で
税
務
課
ま

で
ご
連
絡
く
だ
さ
い
︒

●
事
業
用
と
し
て
太
陽
光
発
電
設
備

を
設
置
し
て
い
る
法
人

●
発
電
出
力
が
10
kw
以
上
の
太
陽
光

発
電
設
備
を
設
置
し
て
い
る
個
人

個
⼈
及
び
会
社
で
⼯
場
や
商
店
な

ど
を
経
営
ま
た
は
事
業
︵
農
業
・
漁

業
を
含
む
︶
を
さ
れ
て
い
る
⽅
が
⼟

地
及
び
家
屋
以
外
の
事
業
⽤
に
使
⽤

し
て
い
る
資
産
︵
機
械
・
機
具
・
備

品
等
︶
で
︑
そ
の
減
価
償
却
額
ま
た

償
却
資
産
と
は
？

太
陽
光
発
電
設
備
を

設
置
し
て
い
る
方
へ

資産の種類 主な償却資産の例⽰
1. 構築物 ⾨塀、冷暖房設備、ビニールハウス、給排⽔設備など
2. 機械及び装置 太陽光発電設備、施盤、ポンプ、加⼯・製造機械など
3. 船舶 漁船、モーターボートなど
4. 航空機 ⾶⾏機、ヘリコプターなど
5. ⾞両及び運搬具 ⼤型特殊⾃動⾞、常⽤運転装置のない農作業⾞など
6. ⼯具・器具及び備品 測定⼯具、事務机・椅⼦、ロッカーなど

　

令
和
６
年
４
月
１
日
か
ら
、
相
続

に
よ
り
不
動
産
を
取
得
し
た
相
続
人

は
、
そ
の
取
得
を
知
っ
た
日
か
ら
３

年
以
内
に
相
続
登
記
を
申
請
す
る
必

要
が
あ
り
ま
す
。
ま
た
、
令
和
６
年

４
月
１
日
ま
で
に
相
続
が
発
生
し
て

い
る
場
合
に
も
、
相
続
人
が
相
続
に

よ
り
不
動
産
の
取
得
を
知
っ
た
日
と

令
和
６
年
４
月
１
日
の
い
ず
れ
か
遅

い
日
か
ら
３
年
以
内
に
相
続
登
記
を

申
請
す
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

　

詳
し
く
は
法
務
局
の
ホ
ー
ム
ペ
ー

ジ
を
ご
覧
く
だ
さ
い
。

お
問
い
合
せ
先

肝
付
町
役
場　

税
務
課

☎
０
９
９
４（
65
）８
４
１
４

お
問
い
合
せ
先

鹿
児
島
地
方
法
務
局
鹿
屋
支
局

☎
０
９
９
４（
43
）６
７
９
０

は
減
価
償
却
費
が
法
⼈
税
の
申
告
⼜

は
所
得
税
及
び
町
県
⺠
税
申
告
で
経

費
に
算
⼊
さ
れ
る
も
の
を
い
い
ま

す
︒

 

償
却
資
産
の
申
告
に
あ
た
り
︑
前

年
中
に
資
産
の
増
減
が
な
い
場
合
や

該
当
資
産
が
な
い
場
合
︑
廃
業
︑
休

業
の
場
合
は
そ
の
旨
を
申
告
書
の
備

考
欄
に
記
⼊
の
う
え
提
出
し
て
く
だ

さ
い
︒

相
続
登
記
の
申
請
が

義
務
化
さ
れ
ま
す
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家屋全棟調査家
 この調査は町内にあるすべての建物について、家屋課税台帳に登録している事項と家屋の現況を、現地において
⽐較・照合することにより増築や未調査による課税漏れ、または取り壊し等がないかを調査するもので、固定資産
税の公平で適正な課税を図ることを⽬的としています。

調査対象地区 調査期間（予定）

野崎地区 令和７年４⽉ ~ 令和７年６⽉

新富地区 令和７年４⽉ ~ 令和７年９⽉

南⽅地区 令和７年７⽉ ~ 令和７年 10 ⽉

北⽅地区 令和７年８⽉ ~ 令和７年 10 ⽉

岸良地区 令和７年 10 ⽉ ~ 令和７年 12 ⽉

を実施しています

期間はあくまで予定です。調査状況は町ホームページにて随時お知らせします。（ＱＲコードから簡単にアクセスできます。）

●町内に現存するすべての家屋を調査します。
 家屋課税台帳と現況の家屋を照合し、取り壊しや増築等がないか調査します。

● 原則、敷地内に入り、調査を行います。また、家屋外周の計測等を⾏う場合がありま
すのでご理解、ご協⼒をお願いいたします。

●立ち合いの必要はありません。
 ご不在の場合でも外観からの調査をさせていただき、『家屋調査票』のご提出をお願いする場合があ
ります。ご在宅でしたら家屋等についてお尋ねする場合があります。
●詳細な調査が必要となった場合のみ⽇程調整のご連絡をいたします。

●今回の調査結果はすべて令和9年度課税（予定）から反映されます。
 （増築や未評価家屋、取り壊し等があり課税額が変更になる⽅のみ。）

※先に滅失届が提出された場合は、次の年の課税から反映されます。

調査の内容について

調査員について
 調査員は２⼈１組で巡回します。『家屋調査員』の⻩⾊の腕章と、『身分証明書（名札）』
を着⽤しています。ご不明な点等ありましたら、調査員にお気軽にお声掛けください。

日程のお問い合わせ

調査委託事業者 ㈱都市総合開発研究所
お問い合わせ先 0120-25-6603（フリーダイヤル）

お問い合わせ時間 ９：00から17：00（平日のみ）

担 当 課 肝付町役場　税務課
お問い合わせ先 0994（65）8414

調査対象地区 調査期間（予定）

富⼭地区 令和６年９⽉ ~ 令和６年 10 ⽉

宮下地区 令和６年９⽉ ~ 令和６年 11 ⽉

後⽥地区 令和６年９⽉ ~ 令和７年２⽉

前⽥地区 令和６年 12 ⽉ ~ 令和７年３⽉

波⾒地区 令和７年３⽉ ~ 令和７年５⽉

終了

終了
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